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経済論議(京 都大学)第758第3号,1996年9月

日本 アパ レル 産業 にお ける輸 出 マ ーケテ ィング

1945-1965(2>
①

雲
田

イ ム テ ィ.アズ ・ホ セ イ ン ・モ ヒ ウ デ ィ ン

[は じ め に

甘本のアパ レル産業の戦後の発展 は,紛 れ もな く輸出によって成し遂げられ.

た。繊維摩擦等の諸問題が主 な輸出市場で起 こった。まず米国市場で,そ の後

カナ ダ市場でもアパ レル製品の輸出が増加 し続 けた。 日本製品の主な市場であ

る米国経済の状況によって,輸 出は激 しく変動 した。1956年 か ら65年の間,国

内及び国際市場の ミクロとマクロの経済 シナ リオは,激 しく変化せざるを得 な

か った。日本の輸出アパレルメー カーは,米 国の環境 に合わせ ざるをえなかっ

た。その上,輸 出 ドラ.イブを継続せざるをえなか った。1945年 か ら55年の問,

日本のアパ レル輸出業者の哲学は,低 マージンを高回転に よって大量輸出させ

ることで利益を得 ようという ことにあった.し か しなが ら,次 の10年 間では

一1956年 か ら65年一 製品に対 し,い っそ う高度な加工あ るいはいっそ う高

い価値をつ けることに重点 をおいた。つ ま り,量 より質が アパ レル輸出での最

大 の課題であ った。 そして製品のタ.イブが,素 材の点で しだいに変化 してきた。

つ ま り綿から合成繊維へ と変化 した。そ して種々な製品が輸出 リス トの中に登

場 してきた。綿製品が厳 しい制限をされた。 日本の輸出アパレルメー カ.一各社

は1957年 に対 米輸 出 自主 規 制,1961年STA(SHORTTERMAGREE-

MENT)11,1962年LTA(LONGTERMAGREEMENT)2)に よって 日本 の.1.i

...

㌔.

D「 綿製品の国際貿易に関する取り決め」で,1年 間め短期憾定の略.

2,「 左記に同じ…で,5年 間の長期協定の略。
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日本アパレル産業における輸出マーケティング(z)(253>「23

対 米 綿製 品輸 出量 を減少 させた。米国市場 への輸 出を継続す るため に,羊 毛,

合成繊維や他 の繊維へ移行せざ るをえなかった。 この傾向 によって,必 然 的に

特 に日本 と他 の極東3ヶ 国か らの輸 出を増加 させ る結果 になった。続 いて米 国

か ら激 しい反発が起 こった。 この反発 は,1971年 の 日米繊維 二国間協定仮調印

及 び1973年 の 日米繊維(綿,毛,化 合繊 〉二国間協 定の締結(MFA)に よ る

外交交渉が行 われ最高点 に達 した。

すべての主 要な発展 及び更 に多 くの ミクロレベルの発展 に伴 って,今 日まで

マーケテ ィングタスクに対 して ,商 社 や紡績 メーカーの配下 にあ った小規模の

アパ レルメーカー.各社 は,競 争力の維持 と輸 出の安定の為 に,更 に自社製品に

対 して責任 を取 らなければな らなか った。 このマー ケテ ィング責任は突然に起

こってきたので はな く,時 を超 えた継続的 なプロセ スであ った。

前編 で は1945年 か ら,日 本経済が第二次世界大戦で完全に荒廃 した中か ら復

興 し日本 輸 出アパ レルメ腎カー も米国 を中心 に主 に綿製 品の輸 出を拡大 して

い った1955年 まで のプ ロセスをみて きた。輸出マーケテ ィング ・ミックス面か

らみ ると,輸 出 ター ゲ ッ トが米国向 けに移行 し,日 本独 自の資産 ネ ッ トワーク

と価格優位性=低 賃金 を武器 に輸出を拡大 していった。 それ をバ ックア ップし

たプ ラスの外部要因 と しては米国の巨大な輸 出市場 が存在 していた こと,日 本

の高度成長が開始された こと,競 合国が少 なか ったこと等があげ られ る。マイ

ナスの外部要因は,前 述 した繊維摩擦 があげられ る。

本稿では輸出 アパ レルメーカーが,新 たな輸 出環境の変化一 激 しい繊維摩

擦 問題,国 内の労働力不足 問題一 いか に対応 してい き,国 内外 の ミクロ ・マ

クロの経済シナ リオの影響で更 にマー ケティ.ングス キルとコンセプ トが成熟 し

てい き,そ の後 いか に輸 出 ドライブを強化 したかを見 てい きたい。

II輸 出アパレル産業の環境変化.

1945年一1955年 で の輸出の環境 変化よ りも,1956年 一 ユ965年 の10年 間 の変化

の方が比較 にな らないほ ど激 しか った。海外で は,繊 維摩擦の問題 が激化 し,
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国 内では労働 力不足 の問題が起 こった。 この二つの問題 によって,輸 出アパ レ

ル産業が どの ように変化 したか をみてい く。 まず本章で は 日米 の繊維摩擦 につ

いて,次 章で国内労働力不足問題 を取 り上げ る。

熟
.
..

◎

(1}.日 米繊維摩擦の展開

まず 日米繊維摩擦 について。前編で,第 一段階 の第一 ラウン ドの前半 につ い

ては述べた。つ ま り1953年,日 本か ら米 国.市場へ輸 出の急増 した 「1ド ル ・ブ

ラウス」が引 き金 にな り,米 国が 日本の綿製 アパ レル製品 の輸入制限運動 が起

こり,1956年 の大統領選挙が らみで,米 国か ら日本政府 に対 して綿製品の輸出

自主規制 を要求 された1955年 までの ことを述 べた。次 に後半戦 について述べて

い く。

1956年1月 以 降 日本政府 は,対 米輸出の 自主規制を実施 した。 しか し,米 国

向けの プラ ウ.スは,前 年11月 に約60万 ダース,12月 に は105万 ダースが積 み 出

された。米国通 関統計で は同年1月 ～3月 に日本か ら米国へ巨大 な量 のブラウ

ス(8,250,00⑪ ダース)が 流 入 した。 しか も,そ の シー ズ ンを終 了 していた の

で,大 量のブ ラウスが売れ残 った。季節外れ のブラウスは非常 に安 い価格で処

.分 された。1枚 につ き1.ド ルのブラウスの販売価格が60セ ン トであ った。 この

状況が米国で 日本のメ.一カーの ダンピングと して判断 され,貿 易摩擦 を更に悪

化 させた。米国内の対 日輸 出運動 は拡大 し続 け綿製品輸入制限 に関す る種.々な

法案が国会 に提出された。綿花作付 けの南部2州(サ ウスカロライナ州,ア ラ

バ ナ州)で は,日 本製品に関する差 別的な州法 を通過 させ,1956年 秋 の大統 領

選挙 に関 し,米 国業界は政界に対 し日本綿 製品輸 入制 限項 目を選挙公約 とす る

よ う呼 びか けるなど,熾 烈な反対運動が展開された。

前編で の 日本の米国 に対す る価格優位 性を米国業界か ら見 る と,米 国 の賃金

は 日本 よ りはるか に高 く,国 内繊維労働 者に支払われる1時 間当た り平均賃金

.は1ド ル42セ ン トで はあるが,日 本のそれは23セ ン トと実 に6分 の1以 下であ

り,国 内産業が,こ の大 きな賃金差 を能率面でお ぎな うこ とは不可能で ある。
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日本 アパ レル産業にお ける輸 出マーケテ ィング(2)(255).25

図1ア パ レル製 品輸 出 の推 移 と対 米 依 存 度 単位名:百 万円
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また,日 本 の価格 はダース当た り2ド ル35セ ン ト(関 税 その他諸掛 り込みFO

Bニ ュー ヨーク)と,国 内製品の ダー ス当た り3ド ル82セ ン トに くらべ はるか

に安か った。 この見解で米国 ピローケースの対 日輸 出関税引 き.ヒげを提 訴 した。

対象 となった製品 も当初の ブラウス,ス ポーツシ ャツだ けでな く,上 述の ピ

ローケース及 びプリン トクロス,別 珍,ギ ンガム,メ リヤス製品 なども輸入制

限のほか関税引 き上げが関税委員会に提訴 され た。

当時,米 国が 日本 の アパ レル製 品の70%を 購 入 して いた.(第1図)。 日本 は
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第1表 アパレル製品の制限枠明細

脅

①二次製品総枠

.②内

内.訳

訳

1億2.200万 平方ヤー ド

家庭用品

布島製衣料品

メリヤス製品

雑 品

家庭用品

布帛製衣料品

メ リヤ ス 製 品

.ピロ ー ケー ス

デ イ ッシ ュタ.オル

ハ ンカチ ー フ

ダマ ス ク テ ー ブル ク ロス

及 び ナ プ キ ン.

そ の.他

ブ ラ ウス

ス ボ ー ツ シ ャ ツ

ド レス ワー ク シ ャ ツ

ブ ラ ジ ャー

ズ ボ ン(シ ョー ツ含 む)

そ の 他

丁 シ ャ ツ

手 袋

そ の 他

3,000万 平 方 ヤ ー ド

7,100

1,200

900

400千 ダー ス

800.

1,200〃

4,⑪00千 ダー ス(カ ナ ダ向 を含 む)

1,870千 ポ ン ド

1,500干 ダ ー ス

750

300

600

600

2,320

500

〃

〃

ψ

〃

〃

〃

ユ,477.千 ポ ン ド

最大の消費者(米 国)の 怒 りを増大 させ る訳 にはいかなか った。 日本 政府 は,.

米 国か らの圧力 が増大 したので同年(1956年)12月 にユ956年4月 か ら57年3月

の対米 ブラウス規制枠 を当初 の250万 ダースか ら150万 ダースに削減す ることを

決定 した。1956年 度 の綿製品の 自主 規制枠 を1億5,000万m2に 制 限 した。 し

か し米国側 は 日本側 の一方的 な自主規制 に不満足で,日 本の輸 出アパ レルメー

カーの輸出量 がまだ多す ぎる と考 えていた し,日 本の 自主規 制の約束 を信 じな

か った。そ こで,米 国は制限製品 を品 目別 に明確にする事を主張 した。 日米 は

数回の協議 を終 えた後,対 米綿製品輸出 自主規制処置を決定 し,1957年1.月1

日よ り既定 通 り..に実施 され た(第1表)。

,
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日本アパレル産業における輸出マーケティング(2}(257}27

以 上 各 品 目についてそれぞれ年間枠が設定された訳で あるけれ ども,こ れ ら

の枠 を使用す る場合 に一時的な集中をさけ,で きる限 り各 四半期 にわた り平均

化 しかつ特定 の品 目については,季 節需要に応 じるよ う配分 され ることが 日本

側 に義務づ け られ てい る。米国の メーカーが不利 になる シーズ ンに輸入 を集 中

させ ないよ うに し更 に米国国内の市場状況等の理由があれば,こ の協定 を修正

や無効 にで き,米 国側 は協定の条件を優位に締結 した。

この 日本 の自主規制 は,米 国側の 申 し入れない し希望 を十分考慰 した ものの,

日本側か らの決定で なされた。 しか しなが ら,米 国向け 「1ド ル ・ブラウス」

の急増 で引 き起 こされ た 日本綿製品での 日米貿易摩擦 の第一段 階の第一 ラウン

ドは,1957年 の 日本側か らの輸出 自主規制に よって終止符 を打つ ことになった。

この間にカナ ダへ の輸出が急速 に増加 した。米国 とカナ.ダ市場 は隣接 し,同 一

性 を相互 に持 ち合わせ てお り,日 本の メーカーはカナ ダ市場で も米 国と同一問

題が起 こる恐怖 を感 じてい たので,日 本輸出 アパ レルメーカーはカナダへの輸

出を 自発 的に制限 した。

日米繊維摩擦の第一.・段階の第二 ラウン ドは,米 国における1960年 の 来 るべ き

米 国大統領選挙 によって,政 治色の濃い ものになった。前年 に大統領選挙に立

候補 した民主党の ジ ョン ・F・ ケ.ネデ ィは公約 として,日 本 の競争か ら米国の

綿生産者 とアパ レルメ.一カーを保護 する ことと必 要な らば 関連法案 を制定す る

ことを約束 した。ケ ネデ ィ大統領になって以 降,繊 維輸.入問題が最優先項 目と

な った。 ケ ネデ ィ大統領 は早速,「 繊 維の主要輸入 国か らなる国際 会議 を開 く

よ う準備す る」 との1項 目を含む繊 維産業援助計画 を発表 した。 日本は,米 国

市場への輸出拡大 を追求す る唯一の国で はなか った。香港,台 湾そ して韓国が

米国市場へ参入 していた。 これ らの発展途上 国および日本か ら米国への輸出は

増大 していた。196工 年7月 には米 国がイニシアテ ィブをと り,ヨ ー ロッパの積

極的サ ポー トに よって ガ ッ ト理事 会の国際会議が ジュネーブで開催され,「 綿

製品 の国際貿 易 に関す る取 り決 め」が1年 間 として締結 された。 この協 定 は

「短期取 り決め」 と略称 され た。 しなが ら協 定の中に 「米 国,カ ナダな ど現在
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輸入制限を行っていない国は,今 後とも秩序ある輸.入を維持することとし,市

場撹乱を避けるという目的のために,必 要に応 じて輸出国に自主規制を要求し,

輸出国がそれに応 じないときは,輸 入を制限することができる。」 との項目で,

・ 輸入国がいつでも輸入制限ができる事が謳われており,輸 出国の日本側には不

満足なものであった。

翌1962年1月 「短期取 り.決め」に基づいた 「長期取 り決め」が国際綿製品貿

易会議によって,日 本案に沿った修正案が採択された。この取 り決めの内容は

日本を中心とした輸出国の主張を十分に取 り入れた内容 に改善された。取 り決

めの内容のあらましは下記の通 り。

① 輸入制限をなくしてい く

② 貿易を漸増的に増加 してい く

③ 市場撹乱か又はその恐れのある場合は協議を申し入れ,搾 制水準を話 し

合 う。

④ 規制第二年目以降の制限枠は前年の5%増

⑤ 発効は1962年10月 より5年 間

この 「長期取 り決め」は,「短期取 り決め」の参加国を中心 とする18力 国が.

署名し,さ らに後5力 国が参加,.合 計23力 国によって実施された。日米貿易摩

擦の第一.段階はここに幕を閉 じた。第二次世界大戦後15年 余 りしか経過 してお

らず,こ の段階では米国は先進国であ り,米 国から日本は中進国 としか見なさ

れていなかったので,こ の貿易摩擦 も局部的なものであ り米国としても余裕が

あった。

歴史的にみて,日 米貿易摩擦の第二段階である1970年 代のニクソン政権時代

の日米繊維交渉と比較した場合,こQ日 米貿易摩擦の第一段階での日本への米

国の対応が緩やかであったことは,こ れ以降の輸出アパ レルメーカーの米国へ

の.輸出マーケティング活動を変化させ,高 める機会を残 した。 日.本にとっては

救いであった。

しかし幾つかの発展途上国による繊維製品の輸出が開始された。香港 と台湾

.
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日本アパレル産業における輸出マーケティング(2)(259)29

は,外 国市場特 に米国ヘ アバ レル製品を輸出 し始 めた。 日本以外の発展途上国

には.輸入制限や関税障壁の問題 には直面 しなかった。第二次世界大戦後 に日本

が価格優位性 によって米国での足掛 か りをつ けた時代 には,こ れ ら発展途上 国

は日本の競争相手 として存在 してお らず,日 本 は米国での低価格市場 を独 占で

きた。途上国 は米国へ 日本よ り有利 な条件で,同 じ質の製品を1-2%の 廉 価

を武器 に輸出 し米国で の 日本製 品の.シェアを急速 に切 り取 ってい った。

.この時点での輸 出アパ レルメーカーはガ今 まで好調 に推移 していた米国市場

への輸 出が大 幅に削減 され る大変な事態 に追い込 まれ たので あ り,大 ピ ンチで

あ った。 マーケテ ィング ・ミックス面での努力 をせ ざるをえなか った。米国市

場 にはアパ レル製品 に対 す る巨大 な需 要が あるけれ ども,日 本の輸出.アパ レル

メーカーは製品 については素材面(綿 か ら合繊〉や低技術の アイテム(ハ ンカ

チーフ等か ら ドレス,パ ンツ等)に 付加価値 を付 けることで ,途.ヒ 国 との製品

差別化 を しな ければ,米 国.市場へ の輸 出量 は維持で きない状 況にあった。一方

チ ャネル面で米 国・..一辺倒か ら商社主導 による米国以外の海外市場 を開拓 し移行

してい った(第 ユ図)。

② 国内労働力不足問題

日本 の輸出 アパ レルメー カーが,第 二次 世界大戦後か ら国際競争力 をもち,

輸 出拡大 を して きた要因は前編 で述べ たよ うに生産 ネ ッ トワー クと価 格優位性

であ る。 この要因は,国 内の労働不足 の問題 によ り急速 に崩壊 してい った。

これ らの変化 は,日 本 の輸 出アパ レルメーカーの輸出マーケテ ィング活動 に

関 して,恐 ろ しいほ どの影響 を与 えた。1956年 は,日 本は経 済ブームの ピーク

の年であった。つ ま り,物 凄 い率で経済が繁栄 した。 この時期 は 日本 の初代 天

皇の名を取 った"神 武景気"と して一般的 に知 られている。 日本での紡績工場

数が,戦 前 には1323で あ った。 第二次 世界 大戦後 は,270に 落 ち込 んだ。 しか

し1956年 に は戦前 と同水 準 までに回復 した。付 け加 えるならば,国 内での急 速

な経済成長で消費需要が増加 した。紡績工場で大量生産 システムを導入 した こ
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第2表 産業 別就 業 者 比 率

第一次産業

第二次産業

第三次産業

1955年1960年1965年

39.7.32.025.2

24.328.031.9

36.040.043.0

(出所)総 理府 「労働 力調査」

第3号.

とで,.コ ス トが引き下 げられ た。 も

う一方で国内アパ レルメーカーの数

が漸次 的に増加 したことで,輸 出 に

影響を与え る価格面 で強 い競争力 を

持 つ結果になった。輸 出へ の増加が

さ らに期待 され たので,輸 出生産 は

依然 として高い水準であった。日本経済のあらゆる業界は,急 速に成長 した。

1956年 一65年 の日本の実質国民所得の伸び率は平均約10%を 越え,製 造業の生.

産ぽ3倍 を上回った。

製造業就業者の比率が24.3%か ら31.9%と 飛躍的に高まり,逆 に第一次産業

は39.7%か ら25.2%と 低下 した。農業を中心 とした第一次産業から製造業の第

二次産業に労働力が流入 した(第2表)。

第一次産業の中の農業従事者 は,ア パレルメーカーの下請の労働供給源で

あったので,そ の減少は,下 請体制にもかな りの影響を与えた。アパレルメー

カーを支える下請業者である,さ らに下請業者を支えている家庭内職は第一次

.産業が労働力の供給源の1つ であった。マクロ的に見れば,こ の第一一次から他

の産業への以降が輸出アパレルメーカーの価格優位性である生産ネットワーク

体制を崩壊させた。

.各業界はさらに規模を拡大するために労働力を.半狂乱で捜し求めていた。経

済成長によって労働力需要は増加したので,労 働力不足の状態に入っていった。

特に新規中卒者の初任給は1955年 から10年間で約3,3倍,新 規高卒者は約2,5倍

の伸びであった。

アパ レル業界の労働者は,女 子労働者によって占められていた。女子労働者

は,中 学卒業後アパ レル工場に入社するのが常であった。この時代のアパレル

業界を含む繊維産業は経済界で最も労働集約的業界の ユつであった。日本経済

の規模の拡大によって電気機器や機械金属等の単純生産労働分野に,女 子労働

者は仕事先を切 り換えていった。電気機器や機械金属産業はアパレル業界を含

.
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第3表 輸 出 向 ブ ラ ウス縫 製 工場 の男 女 別 工 員 数 分 布 表

工場数
工員総数 工員の内容

全 数 構成比 男 女

阪
.都

庫

良

山

島

川

知

歌

大

京

兵

奈

和

徳

盲

愛

250

36

42

10

10

24

204

46

27,354

3,985

4,890

1,293

824

2,Q55

23,201

6,650

24,4

3.6

4.4

1.2

0,7

1.8

20.8

5..9

4,650

686

831

219

140

349

3,959

1,180

22,704

3,299

4,059

1,074

684

1,706

19,332

5,520

神奈川 114 9,521 8.5 1,618 7,903

東 京 24 2,884 2.6 490 2,394

群 馬 62 8,097 7..2 1,376 6,721

富 山 12 ユ,324 1.2 225 1,099

福 井 36 2,520 2.3. 428 2,092

岡 山 顕 5,835 5.2 991 4,844

広 島 24 2,631 2..3 447 2,184
「

香 川 1ρ 1,083 1.0 184 899

愛 媛 24 2,598 2.3 441 2,157

その他 58 5,265 4.7 863 4,369

合計 1,040 1.12,100 100.0 19,060 93,040

(出所)輸 出縫製品工業協 同組合連合会

む繊維産業 よ り労働環境 や賃金が魅力 的で あった。 しか もサー ビス業 を中心 と

した第三次産業 にも女子 労働者 が流出 した。低 賃金 の中学 卒業者 の就業率が

1956年 の80%か ら1965年 に は62%に 漸 次低下 してい った。 したが ってユ961年 に

は中卒者 に対 する求人倍率が2倍 を大幅 に超 え1964年 には3倍 を超 えた。 当時

中卒者は令の卵 と呼 ばれ た。

この労働力不足 に最 も影響 を受 けた産業の1つ が,ア パ レルを含む繊維産業

であ った、 この産業 に1965年 で は中卒 女子 の製造業就業者の43.9%が 入 ってい

た。工員 の中で女工員が 占め る割合は全 国 レベルで,83.0%と 圧 倒的 に女性が

多 い(第3表 〉。
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第4表 工員の年齢別構成(10工 場計)

男 子 工 女 ヂ エ 計

人 % 人 % 人 %

17歳 未 満

17-19歳

20-29

30-39

40-49

50歳 以 上

10

32

51

29

17

19

6.3

20.2

32.3

18.4

10.8

12.0

216

217

288

52

42

24

25.1

27.6

33.5

6.1

4.9

2.8

226

269

339

81

59

43

22.2

26.5

33.3

8.0

5.8

4.2

計 158 100.0 859 100.0 1,017 100.0

〔出所)輸 出向中小工業叢 書第23号

輸.出アパレルメーカーの工場労働者は,年 齢的に若い女工が中核になってい

る。19歳 以下の女工は全工員の44,5%で 半数近い。29歳以下の女工を含めると

全体の72,9%と7割 を越える(第4表)。

輸出アパレルメーカーは:生産ネットワーク化 に成功 していたけれ ど,こ の深

刻な労働力不足で賃金が跳ね上が り,採 算の合わない企業は多くの下請け業者

を切 り捨てた。女子労働者を集めるために,労 働条件,労 働環境を改善 しても,

この労働事情は依然 として悪化 したま.まであった。当然,こ の労働力不足が輸

出へ悪いインパクト効果を与えた。この状況を乗 り切 り,労 働力不足を埋める

ために中高年の労働力を活用 した。.正社員でなくパー トタイマーとして採用さ

れた。この時代(1960年 頃),40歳 以上の潜在労働者は約12,000千 人で若年労

働者の代替労働力であった。安価な女子労働力を必要としたが,全 国か ら女子

労働者を集めて都会の寮に住まわせるには,採 算が合わなかった。

もう一つの深刻な労働力不足対策として,.ア パレルメーカーは生産基地の国

内配置転換をせねばならなくなった。都会の産地に残るよりも安価な労働力を

集めることがで きる生産基地 に移転す ることであった。そこでアパ レルメー

カーは生産基地を移動 し始めた。数百の足袋と学生服 メーカーが存在 していた

岡山県児島市を例にとれば,1963年 から65年の問に,こ の産地で新規女子中卒

.瑚

{ー

ー
.
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の就 職者 は2,000人 か ら1,000人 に激減 した。付 け加 えるな らこの県か ら他 府県

へ の労働移動が労働 事情 を更 に悪化 させた。 この理由で,メ ー カーは児島市か

ら工場 を裏 日本,四 国,中 国,九 州 の各地 に分散移転させ始めた。 しか しなが

ら,工 場移転 は資金力のあ る大手 メーカーのみ実施で きた。小メLカ ーは業種
ぬ

を変 えるか,独 立をあ きらめるか,あ るい は大企業系列傘下 に入 らねばな らな

か った。他の アパ レル製品の産地 に も当て はまる現象であ った。

1956年 か ら57年 にか けて,特 に紳士服 メーカーよるが 自家工場 建設 が急激に

増 えた。1965年 以 降,婦 人子供服,ベ ビー服,フ ナンデー シ ョン,コ ー ト,ス

ポーツウェア等あ らゆ る品種 に 自家工場建設が拡大された。 自家工場 の目的は

1つ には,労 働 力不 足の解消 のた めで ある。1つ には,生 産の合理化 と効 率化

を追求す るた めで あった。 アパ レル業者が米 国の生産工場 を視 察 し3}米 国の工

場 の生葉性 の高 さ に刺激 され た ことが,自 家工場建設の きっかけにな った。

皿 輸出の環境変化への対応

前節で述べた輸出環境の変化,〔1)日 米繊維摩擦の問題,(2)国 内労働力不

足等による厳 しい輸出環境変化が起こった。この変化に日本輸出アパレルメー

カーはいかに対応 していたかを述べる。まず協同組合が,繊 維摩擦問題を中心

にしていかに対応 したかを考察する。

〔1)輸 出アパレルメーカー協同組合の役割

1953年 に 「1ド ル ・ブラウス」 によって引 き起 こされた 日米繊 維貿 易摩擦 は

当初の予想 以上 に大 きな問題 に発展 してい き,米 国か ら輸出規制 要請が厳 しく

なされた。 この問題 は第二次世界大戦後政府が輸出計画生産を目的に して設立

した 日本輸 出布 帛製 品協会で は解決で きるものではなか った。1955年12月 に急

いで輸出 アパ レル メーカーの代表 によ り対米綿製ブ ラウ ス ・スポーツシ ャツ等

の輸 出規制 問題 の収拾策 を検討 した。 この輸出規制 問題 に対処で きる全国 レベ.

3)1953大 阪紳士服製造卸組合が米国市場を視察した。

」詫
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ルの組織で ある輸出 アパ レル メー カー協 同組合(正 式名称は 日本輸 出縫 製品工.

業 協 同組合連.合会〉が1956年1月 に設立 され た。

当協 同組合 は,大 小の輸出 アパ レルメーカーを組織化 し,輸 出技術 を高める

ために輸出 を安定 させ る高度な コン トロール能力 を大い に進歩 させた。海外市

場で の諸問題 は大部分が小規模 な輸出 アパ レルメー カー1社 では解 決で きない.

もので あった し,紡 績,商 社 との協 力が不可欠 であ る場合がほ とん どであ った。

当協 同組合 の発足か ら1965年 までに輸 出の諸 問題及 びメ ンバーの質の向上等 に

対 して取 り組み対処 した事柄 は次 のよ うに要約 され る。

A.日 米繊維摩擦 問題 への対策,B,品 質及 び技術の向上C.輸 出業務上

の トラブルの解決及 び業務改善D.海 外情報収集E.政.府 の輸 出振興策へ

のサポー ト

以下 に項 目毎 に述べ る。

A.日 米繊維問題への対応

日米繊維摩擦問題の対策と解決とが当協同組合の最大の設立の目的であ り,

種々の対策及び施策を実施 した。主に1.対 米PR活 動2.生 産調整であ

る。

1.対 米PR活 動

α)1956年 当組合設立とほぼ同時に日本紡績協会 と当組合を中心に,米 国

ヘパ ンフレット類を持参した派遣団を送 りPRに 努め,特 にジャパンテ

キスタイル ・ニュース紙の紙面(英 文〕で 「アメリカ市民に対するメッ

セージ」と題 して日本のアパレル業の現状を米国のみならず広 く海外に

積極的にPRと 啓蒙に努めた。日本製品に対する米国の輸入制限運動が,

日本製品及び日本の国内事情に対する乏しいイメージが大 きな原因であ

ると判断した結果実施されたこのPRは,成 果に関しては直接的には評

価されないけれど,疑 い無 く米国での日本メーカーに対する総体的な評

価,特 に日本製品への評価 を以前よりも高めた。
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(2}1957年1月1日 に日米綿製品問題は 日本 の対米 自主規制で一応の終止

符が打たれた。 この問題が今後の再発を防止 するため,日 本紡績協会,

日本繊維 製品輸出組合 と当組合は同年4月 に米国プ ラウス工業協会 の中

心人物S.H.ラ ー ナー専 務理事 を 日本に招待 し日米相互理解 と親善 を深

めた。

〔3)1958年 大 阪で の日本国際見本市に組合が出品参加 し,バ イヤー用 にパ

ンフレッ トを縫製 を配布 し,日 本の アパ レル業界 を海外 にPRを 実施 し,

日本 のアパ レルメー カーを海外か らのバイヤー及び商社 に紹介す るなど

の成果 を上げた。

2.生 産調整

(1)輸 出向縫製品受験確認制度の実施

1958年 に正式認可を受けた調 整組 合は,海 外へ の輸 出アパ レル製品に

対す る受検確認す ることで,全 組合 員の生産数量 を把握 し,生 産調整の

資料 と した。 この資料 に基づ き,当 組合が イニシアチ ブを取 り1959年1

月 か ら米 ・加向けブ ラウス.ス ポーツシャツ,ブ ラジャー,ハ ンカチー

フの4品 目にたい し出荷 数量 と生産設備 を制限 し自主的 に生産調整を実

施 した。

B.品 質及び技 術の向上

(1)輸 出 製品製造業者記号番表示制度 の実施

1ド ルブ ラウスに対 して一部粗悪品 のク レ甲 ムが米国か らあ り,生 産段

階での責任の所 在を明確 にす るため,当 組合の製品 に登録番 号 も明示させ

た。

!2>.デ ザ イン講習会な らびにデザイ ンコンクール開催

アパ レル製 品の輸 出振 興策の一環 として,通 産省が130万 の 助成金 を交

付 した。 この交付金 を基 に,当 組合 はデザ イン講習会 とデザイ ンコ ンクー

ル を実施 した。

多数のメーカーが参加 し,ベ ス ト.メーカーには賞金が授 与された。 この F
-
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開催によって,デ ザイン面はもちろんのこと縫製技術面での技術改良がな

された。

(3)PP加 工の開発と対策

1965年 に輸出縫製メーカーに対 して,当 組合はPP素 材を使用する製品

加工につき,技 術の研究開発を進め,加.L設 備の導入に取 り組んだ。従来

の輸出規定を改定させPP加 工の輸出をスムーズにさせた。

C.輸 出業務上の トラブル及び業務改善

(1>米 国向ブラウス ・ズボンおよびそのセットものの輸出.停止問題

1962年対米綿ブラウス,ズ ボン及びこれ らのセットものについ℃,米 国

政府は輸出統計上,日 本は従来のセットものに対する解釈 と違 うために,

日米両国の輸出入統計に差異が生 じた。米国から同年9月 から2ヶ 月半に

渡 り,一 方的に輸出がス トップされた。当組合では,.紡 績,商 社等の協力

のもとに,政 府当局に対 し本問題の早期解決を申し入れ,11月 中旬に輸出

が再開された。この問題で輸出アパレルメーカーは,米 国の製品指示書の

内容解釈について同一にし.製 品に使用する色や付属品に対 しても注意深

くなった。更に対米輸出 トラブルが発生 した際には,紡 績,商 社との強制

体勢で,政 府当局に要望できる道が開けた。

〔2)輸 出手続きの簡素化

1962年 に対米,対 加に対する輸出手続 きを2回 実施 していたのを第一次

検査機関の原反試験証明だけで輸出申請で きるようにした。次に実施 して

いた破壊検査を省略させ,こ の結果生産プロセスは合理化され,輸 出業務

上不必要な事や二度手間を掛けないことで,時 間を短縮できた。

D.海 外情報収集

〔1)米 国市場調査団の派遣

日米繊維摩擦問題が日本の自主規制で一段落 した1959年 にアパレルメー

カーとして,米 国市場での日本製品に対する現状を調査するとともに,米

国アパレルメーカー各団体 との親善,友 好を目的に実施された。 この訪問
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に よ って,輸 出 アパ レルメーカーの米 国市場への考 え方を変えさせ,し か

も輸出マーケテ ィング戦略に とって重要 な情報 を得た。つ まり口本製品は

価格競争力があ るとい うことが判 明 した。米 国か ら非難 され るような値 引

きで商社 は販売 していなか った。 日本製 品が安値 に販売 され るのは,米 国,.
β

カナダのバイヤーが日本のアパレルメーカーに対 して価格を下げる圧力を

かけ,日 本のメーカーがその指 し値で販売するからで,日 本側としても米

国市場の現状情報を入手し,研 究 して安値受注を防止すべきとした。

② 香港,台 湾アパレル業界調査団の派遣

1962年 に第一回海外市場視察団を香港,台 湾へ派遣した。この頃香港 と

台湾は日本の最大の競合国として登場 した。調査団は現地のアパレル工場

の見学,現 地業界人との懇談会を行い,香 港,台 湾の実情を調査 して,日-

本アパ レル業界の参考に役立てた。

E.政 府の輸出振興策への対応

(1)中 小企業近代化促進法に基づ く業種指定

1964年 に1い小企業基本法の関連法律である中小企業近代化法に基づ く業

種に指定された』指定を申請するために,事 前に他のアパレルメーカー組

合とも協調 して関係当局に話し合いを設けた。

② 輸出貢献企業認定制度の創設

1964年 に通産省に働きかけ輸出振興策としての輸出貢献企業認定制度を

施策としてスター トさせた。

日本輸出縫製品」:業協同組合連合会(略 称 輸経連,JECMA)の 陣容

① 構 成

府県単位に設立の地区協同組合をもって構成

群馬県 東京都 神奈川県 愛知県 静岡県 石川県 富山県 福井県

京都府 大阪府 兵庫県 岡山県 広島県 徳島県 愛媛県 香川県

(以上16地 区)

② 出資金

谷地区組合より幽資し,総 額100万 円 とする。
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③ 役 員

顧問,常 任相談役,役 員(理 事長,副 理事,専 務理事,常 務理事,理 事)を 置く。

顧問にはその時の日本紡績協会専務理事が就任。

④ 事務局

本部を大阪に,支 部を東京に置 く。

⑤ その他

商品別部門,専 門別委.員会がある。

1958年4月 より中小企業団体の組織に関する法律により,同 調整組合は日本輸出

縫製品工業組合となった。輸出アパレルメーカー各社がこの組合に加入した。(輸

縫連は各支部が単位。日本輸出縫製品工業組合は,各 メーカーから構成される。)

1959年 に 日本縫製品協議会の発足により日本縫製品工業界をまとめる全国的組織

が紬成された。日本のアパ レル業界の意思統一がはかられ,共 通問題に一丸となっ

て,対 応できる勢力ができあがった。(対 政府への陳情)

構成会員

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

日本輸出縫製品工業組合

日本布帛製品工業組.合連合会

日本メリヤ.ス工業組.合連合会

日本足袋協会

日本被服工場組合連合会

全日本既製服製造工業組合連合会

日本既製服縫製工業組合連.合会

日本横縞メリヤス工業組合連合会

日本縦縞メリヤス工業組合連合会

② 製品 ・技術の高度化

ユ956年 以前 には 日本 アパ レル輸 出産業 にとっての競合 国が少 な く,低 価格 を

武器 に海外へ輸出で きた。1956年 以 降は途上国(香 港,台 湾等)の 台頭がめ ざ

ま しく,.日 本 よりもさ らに低価格で アパ レル製品 を輸出を し始 めた。 日本輸出

アパ レルメー カー は,途 上国の海外市場で の追い上げ に対 し,価 格面で な く製

品の品質(素 材,縫 製技術)の 高度化 の戦略 を とった。

まず素材 の点で は,1956年 以 降,技 術改革 の成果 を引 っさげて登場 した合繊

.

メ
.

昌
.
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産 業 があ る。 日本の化学繊維工業は,第 一次世界大戦後 のレーヨン(人 造絹 糸

≡人絹)工 業の誕生に始ま り
,昭 和 に入ってステープル ・フ ァイバー=ス フや

ビスコース繊維(例 えばベ ンベルグ〉や カーバ イ ト繊維(例 えば ビニ ロン)な

どの発展あ るいは発 明があったが,合 成繊維が工業 に大 きく発展 したのは第=

次 世界大戦後である。東 洋 レーヨ ン(現 東 レ)が デ ュポ ン(米 国)か らナイロ

ンの技術導入を したのが1951年 で あった。1965年 以 降 この合繊工業 はポ リエス

テ ル,ア クリル と次 々と新繊維 を市場 に供給 し,日 本の アパ レル産業が近代工

業 として発展す るのに大 いに助 けた。

1953年 に 日米繊維摩擦が起 こ り,日 本輸 出 アパ レルメーカーは綿製品の 自主

規 制を余儀 な くさせ られた。そ こで綿 素材 に替わ って合繊繊維 に焦点が当て ら

れた。結局1957年 ～58年 まで にナ イロン,ア ク リル,ポ リエ ステルの三大合成

繊維が綿 に替わ った。.、

1956年 ～65年 に,合 繊繊維 の成長率が ,ア パ レル業界 のそれ とほぼ同 じ伸 び

率であ った。】958年 には アパ レル業界で のテ トロンの割合 は僅 か12.2%で あ っ

たが,1966年 に は42%に 増 加 した。一方1958年 には綿 の シェアは,69%で あ っ

たが,1966年 に は38%に 落 ちた。合成繊 維使 用の増加 と輸 出成長 は直接関係が

あ った。

特 に輸 出.アパ レル業界 に製品面で影響 を与 えた のがPP(パ ーマ ネ ン ト・プ

レス)で あ る。PPは,1956年 にKocetofCalifornia社 が 開発 に成功 し,こ

の特許 の ライセ ンシーの リーバイス トラウス社 〔LeviStrauss)が 従 来綿だ け

に こだわ っていたが,綿 にポ リエステルをブ レン ドす ることで ,摩 耗 に強 くア

イロ ン不要であ ったので消費者 に受 け入れ られ,爆 発的な売上を記 録 した。 同

社 はこのPP製 品で米 国のアパ レル業界で最大の企業に成長 した。

1955年 頃 に 日本 の輸 出アパ レルメー カーの多 くは,70%対 米 輸出 に依存 して

いたので,米 国消費者のニーズや ウォンッの代弁者で ある米国バ イヤーの要望

で,PP加 工 が必要 とされ,大 量の資金 でPP加 工用 の設備 を導入 した。小規

模 の輸出 アパ レル メー カーは,独 自では導 入で きない ので共同でPP加 工 の設



40.(270〕.第158巻 第3号

備 を購入 した。最初の段 階では,ズ ボ ンにPP加 工が使用 されたが,次 第に婦

人服や子供服の他の アパ レル製品に適用されてか ら,1部 の商品 に10回 ぐらい

の洗濯でPPの 特長が失 ってた りする欠陥が浮上 してきた事 によ り,日 本が こ

.の 技術 を導入 してか ら2年 も経過 しない うちに米国の消 費者 はPP製 品を受け

入れ な くな った。PP製 品が不人気 になったのは,ポ リエ ステル等の化学 合成

繊維が,飛 躍的 に品質改良され生地自体が ノーアイロ ン効果 を持つ ようにな っ

たか らであ る。 日本の輸出アパ レルメーカーは広範 囲にわた り損害 を被 った。

この よ うにPP製 品が,不 人気 にな って衰退 していったけれ ども,合 繊 メー.

カ ーはアパ レル業界に次 の技術指 導によ りアパ レル業界 に進出 しようとした。

帝人 レー ヨン(現 テ イジ ン)も 東 洋 レー ヨンと同 じ合繊 メー カー としてアパ レ

ルメー カーの援助の型 も 「設備 や生地 の供給」 のようなハー ド面のみでな く,

(1〕「生産の為の情報提供」や,(2)「 立 体裁 断技術 の導入指導」の ような ソフ ト

面 も重視 した。

(1)「 生 産 の為 の情 報 提 供」 と しては,帝 人 は コ ン ピュー ターで 消 費 者:羅
.̀

24,000人 の 適性サ イズを割 り出 した現 実の消費者 のサ イ.ズ情報を アパ レル.

メ ーカーに提供 した。

(2)「 立 体裁断技術の導.入指導」

従来。パレルメ.。.の 技術水準はテ.。 一群 鮮 校の程度で劫 低1

雛雑 嚢灘 購1諜三1∫議難 ∫{
(上代)に 合わせ た裁 断が で き る。③ 複 雑 な ライ ンで も容易 に的確 なパ

ター ンがで きる。合繊メーカーは,輸 出及 び国 内アパ レルメー カーに立体

裁断技術の導入指導をする ことによって,彼 らを.系列化 し自社製品を売 っ

た。

合繊 メー カーは1953年 か ら63年 まで の約10年 間,ナ イロンは東 洋 レー ヨンと

日本 レー ヨン,ポ リエステルは東 洋 レーヨ ンと帝人,ビ ニ ロンは.倉敷 レー ヨン

身

.

」
雪

丁

丁
.
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と 日本 レーヨ ンの二社独 占がつづ き,供 給量 を人為的 にコ ントロールで きる こ

ともあって,管 理価 格 と非難され る建値 を採用 し,製 造,流 通部門を系列する

ことによって,建 値 は安 定 し,十 分 な利益 を確保 して きた。

1955年 頃か ら,こ の時代 にもう一つ の興味 ある輸出 アパ レルメー カーの発展

が,日 米 アパ レルメー カー間のサプ ライセ ンス協力 によって なされた。 このサ

.プ ライセ ンス とは,米 国の ブラン ド製 品の製造許可 を 日本の メー カーが取得 し,

日本国内で米 国の メー カーの ブラン ドを付 けた製品 を販売す る.ことであ った。

この時点 まで 国内市場 は急速に拡 大 し,日 本 の消費者 は以前 よ り良質の製品を.

購 入で きる金銭 を所持す るよう1こな った。新 しい ソフ トとハー ド技法が,こ の

サプ ライセ ンス協 定 に基づ き日本 の アパ レルメーカーに導入 された。 日本のア

パ レルメーカーは,他 の方法では非常 に コス トが掛か る進歩的な技術 を米国か

ら容易 に導入で きた。輸出側 の見解で は,サ プライセ ンスの製品は米国市場で

の需要が約束 され,輸 出が安 定 した。 しか も日米 メーカーの友好関係を打ち立

てる機会 を与 えた。米国メrカ 』 も自国で生産す るよ りも安価な製品を輸 入で

きた。 日.本も自社 の生産 システムを改 良 し近代化がで きた。 日本のメーカーの

生産性 は米国 に比べてか な り低か った。 シ ャツの場合,日 米の比は1=1.6で,.

ス カ ー トでは1:1,2で あ った。 この提携 で 日本 の アパ レル メー カーの生産性

を向上 し,他 の欠陥が広範 囲に改善 された。米国 アパ レルメーカー との提携 は

更 に拡大 した。

技 術提携 と称 す るものは,か ならず しも技術 を導入す る目的だけで な く,経

営全般の技術導入がはか られ る場合 もあ り,ま た国内で は特に外国名商標 の使

用 によ り企 業の イメー ジア ップを目的 とす る場合 もあ り,技 術提携 を核 として

製品系列下,共 同企 画..垂 直協業 をはか る提携 もあ る。

サ プ ライセ ンス と しては,鐘 紡の ク リスチ ャン ・デ ィオール(1955年),ニ

チ メ ン衣料 のマ ックレガー(1955年),東 洋紡 のマ ンシ ングウェア(1964年),

帝 人 の アロー社や タイム リー社 との シャツ,ジ ェファー ソン社.とのスラ ックス,

ア リゲー ター社 とのコー ト,ピ ー ターパ ン社 との.スイ ミングウエアー等があ る。

一

崔

」

ギ
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1965年 輸 出アパ レル製品の減退が明 白にな って きたこ ととは逆 に,国 内消費

市場が拡大 して,国 内の広範囲 に大型チ ェー ンス トアが 出現 して きた。1954年

にスーパーマーケ ッ トとして 日本で最初に紀の国屋 が出現 して,1955年 に はニ

チ イ,ユ957年 に はダイエー,1958年 に は西友 ス トアーが つづ き各社 と も全国

チ ェー ン展 開を し,経 済の発展 と消費の高度化 によ り,1965年 に は全 スーパー

マーケ ッ トの売上高 は約10兆 円に達 した。スやバーは衣料 品を重点 に初期 はメ

リヤ ス,シ ャツか ら始 ま り,徐 々に コー ト,ド レスを扱 い始 めた。従来あ る百

貨 店の売 上を大幅 に越 えた。大 型 チェー ンス トアー の成長でが輸 出 アパ レル

メー カーは従来 の輸 出向 けか ら国内生産へ と徐 々に移行 し始 めた。商社,紡 績,

合 繊 メーカー とも本格的 に国内 アパ レル市場 に進出を始 めた。海外市場への輸

出 も1971年 まで増加 し続 けるけれ ども,発 展途.ヒ国が力 をつ け日本の輸出 市場

を奪 い始め て きたので,商 社 を含めた各 業界 とも国内市場 に焦点 を当 て始めた。

日本 国民 は以前 よ りも多 くの アパ レル製品を購 入 しは じめた。 しか も途上国か

らの 日本 国内へ のアパ レル製品の輸入量が増加 し競 争が発生 してきた。多 くの

アパ レル メーカーは海外市場か ら国内市場 へ と焦点を変化 させた。

大型 チ ェー ンス トアーの出現 とデパー トが更に需要を増強 させ,国 内市場で

の アパ レル製品の需要 を増加 させた。 この国内のアパ レル製 品需要 の増加 に対

して;ア パ レルメーカーは従来の下請 け業者への依 存体 質か ら脱却 し,自 社の

生 産工場 を所持 し自社の設備内で主要な生産量を製造せ ねばならな くな り,自

社 の生産工 場規模 を拡大せね ば な らなか った。 この流れ は輸 出 アパ レル メー

カーに も当然当 てはまる。輸出 アパ レルメーカーの場合 は,国 内市場へのチ ャ

ネルの変更 を した場合で 屯,輸 出市場に残 る場 合で も,途 ヒ国の海外市場での

追い上 げで,競 争が激化 して きたので,製 品の質の向上 および技術の高度化を

追 求 し,生 産量 を増加 しコス トの切 り下げを していか なけれ ばならなか った。

IVむ すび=輸 出マーケテ ィング能力の拡大

謂
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ユ945年 ～ユ965年 の輸 出 アパ レル メー カー の発 展 を5段 階 に区分 してマーケ

謂

.署
蓼

・



日本アパレル産業における輸出マーケティング圖 、 鯛43

テ ィング活動 の発展 をマーケテ ィング ・ミックスの面か らみてい ぎだい。

1.第 一段階 《貿易 による進出》:1945年 終 戦一1949年4月

日本の アパ レル産業 は,戦 後 の荒廃か らスター トした。戦 争によって工場,

アパ レル製品の原材料 の半数が喪失 した。原材料の極度の不足,設 備不足,弱

体 した組織,低 水準 の技術,資 金不足等の難問が存在 し,輸 出の再 開など考 え

られ る時機で はなか った。終戦後 をわずかユ0日にして商務省 が復 活,同 年11月

に貿易庁が設置 されたけれ ども,海 外 の取引業務はGHQの 制約 下であった。

しか も国内の取 引 に限定 された。

ユ947年8月 以降 日本政府 の許可,GHQの 確 認付 きでの民間貿易が再開 した。

翌年 も上半期 まで政府主導の政府 間貿易が貿易量の大部分を占めたが,下 半期

か ら民 間貿易の輸出 に占め る割合が,大 幅 に伸 びた。翌年 も貿易庁の主導によ

り民 間貿易の促 進 に努力 した。 しか し輸出 アパ レルメー カーは弱体 した組織,

低 水準 の技 術,資 金不足 の問題等が存在 し,マ ーケ テ ィング活動 は,皆 無 に等

しか った。マーケテ ィングの外部環境 の要因であ るGHQ,政 府 機 関等 によっ

て輸出 アパ レル産業 は,経 営活動 を行 っていた。第一段 階を通産省が正式発足

す る時期 まで とす る。

価格 は輸 出 においては一番重要 な要因であ る。 この段 階では,価 格 は輸 出ア

パ レルメーカーには決定権 はな く,日 本政府 レ.ベルで決定されていた。 チ ャネ

ル面で も,政 府 が コン トロール していた。

2.第 二段階 くイ ンポー ター ・プル》:1949年5月 一1953年

1949年5月 に通産省が正式 に発足 し,戦 後混乱期の物質増 産第一主義か ら通

商第一主義へ転換 し輸 出増加ヘ イニシアテ ィブを取 った。 この段 階で も,輸 出

アパ レル産業 はマーケテ ィング ・ミックスでな く,マ ーケテ ィングの外部要 因

であ る朝鮮戦争 による特 需によ って輸 出を伸長 させた。1949年 に 米国で紹介 さ

れた低価格製品が人気 を呼んで米国 アパ レルメー カーや米国最大のGMSの シ

アーズ ・ローバ ックのバイヤーが 日本 に買い付 けに来た。輸 出はほ とんどOE

M方 式 だ ったのでデザイ ンは商社 の指示であ り,輸 出市場での消 費者 のニーズ
`
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とウォンッは考 える必要性がなか った。 しか しなが ら,OEM方 式 によ り日本

のアパ レルメーカーは米国 の最新のデザ インと技術 を 日本で導入で きた。

価 格は 日本商社 とGMSと 輸 出 アパ レルメニ カー との話 し合 いで決定 された。

価格決定 の主導権 は 日本 では輸出商社,米 国で はGMSと 米 国 アパ レルメー

カーが もっていた。

3.第 三段階 《エ クスポー ター ・プ ッシ ⇒=1954年 一1955年

この段 階では急 速に伸長 した対米輸出か ら貿易摩擦 の問題が発生 した。今 ま

では単な る輸出だ ったけれ ども,日 本 の輸出 アパ レル産業は もっと深 く米 国の

事情を考慮せねばな らなか った。 日本 の商社 はプ ッシュ戦略を とって製 品の輸

出価格 を更 に低価 格 にす るため,生 産 コス トを下げ るよ う輸出 アパ レル メー

カー に圧力をかけた。輸 出アパ レルメーカーはこの圧力 に対 してはト独 自の生

産 ネ ッ トワー クを活か し生産コス トを,下 請 けを犠牲 にし切 り下げた。

商社 と輸出 アパ レル メー カーは共 にこの段 階で,米 国か らの一方的な買い付

けに頼 ってい るのではな く,自 主的に努力せね ばならなか った。 ここに至 って

日本 の商社 はただ単に貿易の橋 渡 しを しているだ けで な く,も っと輸出手続 き

や情報提供のサー ビズ面に配慮 し米国側 に受 け入 れられ る努力 の重要性 を認 識

した。 日本の輸出 アパ レル メーカーは この時 点で 自社独 自の品質のす ぐれた製

品を造 るマーケテ ィング概念を取 り入れば じめた と考 えられ る。

4.第 四段階 《キ ャパ シテ ィ ・エクスポー ト》:1956年 一1962年

1956年 は"神 武景気"の 日本経済成長が,深 刻 な国内の労働力不足問題を引

き起 こした。 この問題で1955年 以 前に輸出増 加を もたら した価格優位性の源で

あ る下請 けか らの依 存体 質か ら脱却 しな けれ ばな らなか った。輸 出 アパ レル

メー カーは労働力不足 の解決 と効率化を追求する意味 も含 めて,.自 家工場 を持

ち始めた。

同年1956年 は前年 に米国か らの要求 によ り綿製品の対 米輸 出を自主規制 した。

輸 出 アパ レルメーカーは製 品を綿か ら合繊素材へ移行せざるをえなかった。商

社 も前段 階 よ りもさ らに力 を もってい った。綿紡績は,「 サ ンフ ォライズ加工」
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技 術 で,合 繊 メーカーは立体裁断技術 で,紡 績 と合繊 メーカー とも海外か らの

サプ ライセ ンス導入で アパ レル業界への進出を図 った。輸 出アパ レルメー カー

は これ らの援助 によって キャパ シティを大 きくしていった。

1961年 の 「短期取 り決 め」,1962年 の 「長期取 り決め」 に よっbで米国市場 へ

輸 出の増加 はわずかであ った けれ ども,米 国以外の海外市場への輸 出の増加で

カバー した。米国に対 しては輸 出アパ レルメー カー は,繊 維摩擦 の解消 のため1

米 国へのPR活 動をお こな った。繊維摩擦で米国 アパ レルメ」カーによるOE

M方 式 の輸 出が減少 した。

5.第 五段階 《国内向け生産の増加>1963年 一1965年

日本 の経済発展 は,国 内市場での アパ レル製 品へ の需要 を増大させた。並行

してチ ェー ンス トア.一の出現 とデパー トが更 に需要 を増強 させた。 スーパーの

成長 を中心 とした国内流通 業界か らの需 要急増 によ り,輸 出 アパ レルメーカー

は従 来 の輸 出向 けか ら国 内生産へ と徐 々に移行 し始 め た。商社 ,紡 績,合 繊

.メーカーとも本格 的に国内 アパ レル市場 に進出 を始めた。海外市場 への輸出 も

1971年 まで増加 し続 けるけれ ども,発 展途上国が力をつけ 日本の輸 出市場 を奪

い始めて きたので,商 社 を含めた各業界 と も国内.市場に焦点を当て始 めた。

国内市場で の ア.バレル製品の需要増加で,国 内だけの中小企業が工業 的大量

生産 に シフ トし,生 産 を増加 させた。需要の増加 のみならず,下 請 け業者の コ

ス ト増加や労働力不足 もまた大量生産に シフ トした理 由で ある。 アパ レルメー

カーは従来の下請 け業者への依存体質か ら脱却 し,自 社 の生産工場 を所持 し自

社 の設備内で主要 な生産量を製造せ ねばならな くな り,自 社の生産工場規模 を

拡大せねばな らなか った。 この流 れは輸 出アパ レルメーカーにも当然当てはま

る。輸出.市場での途上国の海外市場 での追 い上げで,競 争が激化 して きたので ,

輸 出 アパ レルメー カーは生 産量 を増加 しコス トの切 り下げ を行 った(第5表)。

1956年 一1965年 の輸 出シナ リオは,総 体的 に ドラステ ィソクであった。第二

次世界大戦後,輸 出アパ レルメーカーは多 くの製品の小 ロッ ト生産時代 に戻 っ

た。1950年 後 半 の時期 は,か な り少 ない品 目を大量生産 した。 しか し輸 出量で
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第5表 日本 の 中小 アパ レル メニ カー の輸 出マ ー ケ テ ィ ング ・ミ ックス の発 展
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の 問題が再 三起 こったので,メ ー カーは品質へ重点を置いた。技術突破や家内

工業 が大量生産工場へ転換 した背景 は,工 業化の進行 があ った。 これ らの変化

は,生 産拡 大,価 格,販 売促進や輸 出配 分チ ャネルへの重要 な イ ンパ ク トを

持 った。労賃や商 品価格が値上が りした ときは,メ ーカーは生産価格 を下げ る

ことがで きなか った。 日本 のメー カーの成功は,価 格優位性 に基づ いていた。.

構 造転換 につい ては,メ ーカーは大量生産の採 用に よって,下 請 け依存体質

か ら自家工場 を所有す る方向へ移行 した。それでメー カーは生産性 の効率化 を

図 り,コ ス トを維持管理す ることがで きた。並行 して新 しいソフ トやハ ー ドの

技術 導入で,全 般的 にマー ケテ ィヒグ技術 を強化 した。生 産計画が優先権 を得

て,並 行 して縫製技 術,デ ザ イ ンや品 質管理 も当然注 目を浴 びた。容 易で な

か ったけれ ど,輸 出市場で の ミニマ ム ・コス トや標準価格 は輸 出アパ レルメー

カーに よって定 め られる よ うにな った。意思 決定 のため に,当 然市 場情報 を

メーカーは重視 した。国内の販売手段で製品を輸 出市場 において も販促 させた。

バ イヤー とメーカーとの直接結合がで き上が った。

輸 出アパ レルメー カーはサプ ライセ ンス協定 によって,海 外市場特 に米国の

消費者 に迅速 に対応で きるようにな った。これらのすべ ての発展が,以 前 より

も更 に優れたマーケテ ィング技術 をメーカーに与 えた。輸出市場での諸問題が

起 こ り,海 外のバ イヤーか らの発注 がな くなると予測 されたが,輸 出メーカー

の ミクロ レベ ルでの発展で,海 外 のバイヤーは日本バ イヤーへの発注を継続 し

てい った。 もちろん米国での反 日感情が引 き続 き存在 し,米 国のGMSや ア パ

レルメー カーが 日本製品を国内で販売す るこ とに注意深 くなってい った。否定

的影響を乗 り切 り,日 本の輸出向けメーカーは更 に競 争的要素で製品を押 し出

してい った。 日本製品の量 が米 国で非常 にホ ッ トな話題 にな った。 そ して輸入

量 に制限が課せ られ,メ ーカーは品質に移行 してい った。

大量生産 と技術 改良で,輸 出アパ レルメー カーは競 争的強みを輸 出市場で保

持で きた。 この間,輸 出マーケテ.イング ・ミックスが,業 界 を シャープに した。

この事が,輸 出アパ レルメーカーが国内外の多 くの難問に直面 したが ,輸 出市
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場へ日本の製品を押 し出すのに役立ったのであった。
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